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定格熱出力一定運転を実施する原子力発電設備に関する保安上の取扱いにつ
いての一部改正について

経済産業省原子力安全・保安院
NISA-151a-06-1
NISA-161a-06-2
NISA-234a-06-6

原子力安全・保安院は、蒸気タービン設備に係る工事計画上の手続きを伴う場合の健
全性評価結果の確認について明確化するため、「定格熱出力一定運転を実施する原子力
発電設備に関する保安上の取扱いについて（平成１３年１２月１７日付け平成13・12・1
2原院第１号、NISA-151a-01-1、NISA-161a-01-1、NISA-234a-01-1）」の一部を別添の新
旧対照表のとおり改正し、併せて原子力発電所を設置する者へ通知することとする。



（別添）

定格熱出力一定運転を実施する原子力発電設備に関する保安上の取扱いについて（平成１３年１２月１７日付け平成13・12・12原院第１号、NISA
-151a-01-1、NISA-161a-01-1、NISA-231a-01-1）の一部改正 新旧対照表（傍線部分は改正部分）

改正案 現行

定格熱出力一定運転を実施する原子力発電設備に関する保安上の取扱いについて 定格熱出力一定運転を実施する原子力発電設備に関する保安上の取扱いについて

記 記

１ （省略） １ （省略）． ．

２．設備の健全性評価結果の確認 ２．設備の健全性評価結果の確認
２．１ 定格熱出力一定運転を行う場合であって、蒸気タービン設備に係る工事計画上の手

続きを伴わない場合
（１）設置者は、定格熱出力一定運転実施に先立ち、定格熱出力一定運転の実施により蒸 （１）設置者は、定格熱出力一定運転実施に先立ち、定格熱出力一定運転の実施により蒸

気タービンの定格出力を超えて運転する場合の最大の出力状態での設備の健全性を 気タービンの定格出力を超えて運転する場合の最大の出力状態での設備の健全性を
上記１．(1)により確認し、その結果を「定格熱出力一定運転実施に伴う発電設備 上記１．(1)により確認し、その結果を「定格熱出力一定運転実施に伴う発電設備
の健全性評価書 （以下「評価書」という ）にまとめ、当院へ提出すること。 の健全性評価書 （以下「評価書」という ）にまとめ、当院へ提出すること。」 。 」 。

（２）当院は、提出された評価書の内容確認の終了後、設置者に対して確認終了通知を行 （２）当院は、提出された評価書の内容確認の終了後、設置者に対して確認終了通知を行
うとともに、確認結果を公表（当院ホームページ等に確認した事実を掲載する ） うとともに、確認結果を公表（当院ホームページ等に確認した事実を掲載する ）。 。
する。 する。

（３）設置者は、当院が確認した評価書の内容のうち、当該最大の出力に変更が生じた場 （３）設置者は、当院が確認した評価書の内容のうち、当該最大の出力に変更が生じた場
合は、評価書を改めて作成し当院へ提出すること。当院は、提出された評価書の内 合は、評価書を改めて作成し当院へ提出すること。当院は、提出された評価書の内
容確認の終了後 設置者に対して確認終了通知を行うとともに 確認結果を公表 当 容確認の終了後 設置者に対して確認終了通知を行うとともに 確認結果を公表 当、 、 （ 、 、 （
院ホームページ等に確認した事実を掲載する ）する。 院ホームページ等に確認した事実を掲載する ）する。。 。

２．２ 定格熱出力一定運転を行う場合であって、蒸気タービン設備に係る工事計画上の手
続きを伴う場合

（１）設置者は、工事計画認可申請又は届出に添付する「蒸気タービンの強度に関する説 （４）発電設備の新設のような電気事業法に基づく工事計画認可申請又は届出を必要とす
明書」を、定格熱出力一定運転の実施により蒸気タービンの定格出力を超えて運転す る工事を行う場合であって、定格熱出力一定運転の実施を予定する設置者は、当該
る場合の最大の出力状態を前提としたものとするとともに、同様の前提で評価を行っ 申請又は届出の際に評価書を提出すること（分割申請を行う場合は、蒸気タービン
たタービンミサイル評価書及び電気設備健全性評価書を、当該申請又は届出に参考資 本体に係る工事計画を含む分割申請時に評価書を提出すること 。なお、定格熱出。）
料として添付すること（分割申請を行う場合は、蒸気タービン本体及び電気設備に係 力一定運転の実施の有無によらず、工事計画書は定格電気出力に基づく記載とする
る工事計画が出揃う際の分割申請書にこれらの評価書を添付すること 。なお、定格 こと。。）
熱出力一定運転の実施の有無によらず、工事計画書は定格電気出力に基づく記載とす
ること。

（２）当院は、定格熱出力一定運転実施に伴う発電設備の健全性について確認した後、確
認結果を公表（当院ホームページ等に確認した事実を掲載する ）する。。

３ （省略） ３ （省略）． ．

４ （省略） ４ （省略）． ．

（参考資料 （省略） （参考資料 （省略）） ）


